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気象業務に係る最近の話題

MS&ADインターリスク総研（株）顧問
関田 康雄（前気象庁長官）

日 本 河 川 協 会
特 別 講 演
令 和 ４ 年 ６ 月 2 日
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1. 気象業務とは？

2. 気象の予測と線状降水帯

3. 地震動の予測と災害リスクの評価

4. 防災への活用

本日の内容
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１．気象業務とは？
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気象業務とは？

陸海空で発生する自然現象を、
観測・監視、解析、予測及び情報発信を行う

災害の防止、交通安全の確保、産業の興隆
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警報とは（気象業務法：抜粋のため一部条文を省略している）

第二条
７ この法律において「警報」とは、重大な災害の起る
おそれのある旨を警告して行う予報をいう。

第十三条 気象庁は、政令の定めるところにより、気
象、地象（地震にあつては、地震動に限る。）、津波、
高潮、波浪及び洪水についての一般の利用に適合す
る予報及び警報をしなければならない。

第二十三条 気象庁以外の者は、気象、地震動、火
山現象、津波、高潮、波浪及び洪水の警報をしては
ならない。
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（低地や急傾斜地における
居住、土地利用等）

気象・気候、
地震・噴火等

脆弱性(もろさ)
社会環境（情報化、
高齢化、防災意識等）

災害
リスク

IPCC気候変動への適応推進に向けた極端現象及び災害のリスク管理に関する特別報告書（政策決定者向け要約）から抜粋・修正
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災害リスクをとりまく影響のイメージ



7 自然現象 気象庁が発表する
予測等の情報 自然現象の予測手法 災害リスクの評価手法や予測手法

大雨
大雨警報・洪水警報
等、キキクル（危険度
分布）

スーパーコンピュータ等による雨量の予測、
現象に応じた雨量指数の開発

地域ごとに過去の災害と関連づけた基準を設
け、警報やキキクル（危険度分布）等に活
用

高潮 高潮警報等 スーパーコンピュータ等による台風の進路・
強度予測から潮位を予測

地域ごとに過去の災害や施設整備の状況と
関連づけた基準を設け、警報等に活用

地震
（揺れ）

震度情報・推計震度
分布

震度計データと表層地盤データから揺れ
の程度を面的に推計

震度そのものを被害の程度に関連づけること
で、推計震度や予測震度の大きさが被害の
程度の大きさを示す

緊急地震速報
速度の速いP波を検知して、地震の震源
規模を推定し、S波・表面波による揺れ
の大きさを予測

津波 大津波警報・津波警
報等

地震の位置と規模から、地域ごとに推定
される津波の高さと到達時刻を津波予報
DBを用いて推定

過去の事例に基づく一般的事例から、被害
の程度を津波の高さに応じて推定

南海トラフ
地震

南海トラフ地震臨時
情報等

地震等の監視により、南海トラフ地震発
生の可能性が平常時と比べて相対的な
高まりを評価

起こりうる地震の最大規模を想定し、地震・
津波のシミュレーションから被害を推定

噴火 噴火警報
地震計・傾斜計・監視カメラ等による監
視と過去の知見等により火山活動の見
通しを予測

噴火シナリオに基づくハザードマップから噴火警
戒レベルを設定するとともに、過去事例等から
レベルの変更基準を設定・運用

降灰 降灰予報
噴火規模を即時に推定し、スーパーコン
ピュータ等による上空の風の予測を用いて、
降灰量・範囲を予測

取るべき防災対応の段階と紐付けた量的な
降灰予報を分布図で提供し、地域ごとの影
響を予測

自然現象により発生する災害リスクの評価と予測

気象庁資料
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２．気象の予測と線状降水帯
（１）気象の予測



気象予測の現状

○予測手法は確立している（数値予報モデル）

○最終的な予報は数値予報の結果や観測データ
から総合的に判断
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特別警報・
警報・注意報

台風情報

気象情報

高解像度降水ナウキャスト

天気予報・週間天気予報 等

気象警報、天気予報などの気象情報ができるまで

世界各地で
各種の気象観測

全世界の観測
データを取り込む

世界気象機関（WMO）でルールを決め、世界
気象通信網により観測データの国際交換

気象庁本庁、全国の気象台等

では、 24時間体制で、担当区

域の気象を監視し、観測・解

析・予測の資料を用い、気象

警報、天気予報等を発表

衛星観測

高層気象観測

気象
レーダー

地上気象観測
アメダス等

海洋気象観測、一般船舶等

外国の
気象機関等

スーパーコンピュータで、数値予報モデル

により解析・予測

全球モデル
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静止気象衛星
11
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スーパーコンピュータ（演算速度の推移）

（IBM704)
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気象庁で運用している数値予報モデル（短期予報に関するもの）

（この他に、季節予報、気候、海洋、環境気象に関するモデルがある）
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全球モデル（水平解像度約20km）のほか、
日本周辺では、メソモデル（水平解像度5km）と局地モデル（同2km）を運用

スーパーコンピュータ（上写真）と
設置している庁舎（下写真：東京都清瀬市）

メソモデル（左図、5km）と局地モデル（右図、2km）で表現される地形
局地モデルは、詳細な大雨などの現象をより精度よく予測可能

平成26年8月20日3時の降水事例

スーパーコンピュータによる数値予報モデルの運用
14
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数値予報モデルの精度

○ 継続的な技術開発により、数値予報の精度は着実に向上。
○ 一方で、欧米の主要な数値予報モデルの精度と比較すると、気象庁の数値予報モ
デルは後塵を拝している。

【各国の数値予報モデルの精度の変遷】

北半球500hPa高度の５日予
報の誤差（RMSE）の比較。
誤差が小さい方が精度が良い。
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低気圧の急発達（平成２４年４月２～３日）

４月２日２１時の実況天気図 ４月３日２１時の実況天気図
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数値予報モデルによる計算例（平成２４年４月２～３日）

４月３日２１時の実況天気図 ４月３日２１時の予想天気図
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アンサンブル予報の改良による台風進路予報の改善
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メソモデルの改良による降水予測の改善
19
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「キキクル」（危険度分布）とは？
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２．気象の予測と線状降水帯
（２）線状降水帯



線状降水帯の予測精度向上に向けて

④上空の強い風により積乱雲が
風下に移動して一列に並ぶ

③大気の状態が不安定な
中で積乱雲が発達

②前線や地形などの影響で
空気が持ち上がり雲が発生

線状降水帯の発生メカニズム
の模式図

線状降水帯の予測精度向上に向けた課題
①水蒸気の流入を正確に捉える（特に海上）

…水蒸気の鉛直構造や流入量が正確には分かっていない。

②数値予報モデルの性能を高める（線状降水帯の構造･発生･持続）
…個々の積乱雲の発生等を予測できないため、いつどこで線状降水帯による

大雨が発生し、どのくらいの期間継続するのか、事前には分からない。
③線状降水帯の発生確率にかかる情報を提供する

…予測技術踏まえた線状降水帯による大雨の危険性の呼びかけができていない。

【線状降水帯とは】
線状降水帯は、次々と発生した積乱雲により、線状の降水域が数時
間にわたってほぼ同じ場所に停滞することで、大雨をもたらすもの
。線状降水帯が発生すると、災害の危険性が高くなります。

（最近の災害事例）
・平成26年8月豪雨（広島）
・平成27年9月関東・東北豪雨 ・平成29年7月九州北部豪雨
・平成30年7月豪雨（西日本豪雨）・令和2年7月豪雨

①およそ高度1km以下の低層に
暖かく湿った空気の流入が持続

7月4日6時の実況3時間降水量

[mm]

15時間前の予測した
7月4日6時の3時間降水量

[mm]

大気の流れとしては、梅雨前線帯に沿って
流れ込む水蒸気と太平洋高気圧の縁に沿う
ように流れ込む水蒸気とが、九州を中心に
広く西日本から東日本にかけて合流して豪
雨をもたらしたと考えられる。

令和２年７月豪雨の大気の様子
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線状降水帯の予測を向上させるためには、大気下層の水蒸気の動態を正確に捉える、予測モデルの
精度を上げる、予測の不確実性を踏まえた情報を提供する、などの取り組みが必要です。

水蒸気の流入を正確に捉える 予測モデルの信頼度を高める
予測の信頼度にかかる情報を提供する水蒸気等の観測の強化（令和２年度３次補正

予算） と、予測に活かす技術の開発・改良
次期気象衛星への最新技術の導入

数値予報モデルの開発体制強化
モデルの高解像度化、複数予測シナリオ計算に必要なスー
パーコンピューターの高性能化

測位衛星（みちびき
等）の高度利用

観測船による
水蒸気観測

気象庁スパコン高性能化

「富岳」活用

数値予報モデルに
よる予測の向上

信頼度情報の提供
（複数シナリオ）

線状降水帯の予測精度向上に向けて

線状降水帯の予測精度向上に向けた課題
①水蒸気の流入を正確に捉える（特に海上）

…水蒸気の鉛直構造や流入量が正確には分かっていない。
②予測モデルの性能を高める（線状降水帯の構造･発生･持続）

…積乱雲を表現出来るほど予測モデルの解像度が高くない。
…線状降水帯が発生し維持されるメカニズムが十分解明されていない。

③発生確率にかかる情報を提供する
…線状降水帯の発生確率に関する情報が作られていない。

次期気象衛星への
最新技術の導入
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３．地震動の予測と災害リスクの評価



地震の予測の現状

○実用的な地震予知は極めて困難

○地震が発生したことを迅速に把握・速報

・地震動・津波からの安全確保・避難
・救援・救護等の応急対策を迅速・的確に実施
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震度速報

津波注意報・津波警報*1

震源に関する情報*2

津波情報

震源・震度に関する情報

各地の震度に関する情報

津波情報

（震度３以上）

（震度３以上、他*3 ）

（震度１以上）

約１分半後

約３分後

約５分後

地震
（数秒～
数十秒後)

緊急地震速報（警報）
（震度５弱以上を予想した時）

＊2 震度３以上で発表（津波警報または注意報を発表した場合は発表しない）。

＊1 緊急地震速報の技術を活用し津波警報等発表の迅速化が可能な場合には、最速２分で発表。

海上保安庁

危機管理
センター

内閣府

防衛省

警察庁
消防庁

ＮＨＫ等
放送機関

震度６弱以上
（東京都23区内震度５強以上）

震度４以上

震度５弱以上

震度５弱以上

震度４以上

震度３以上

緊急参集
チーム参集

地震被害推計

被害状況
の調査

ラジオ、テレビによる
速報

地震発生直後の地震・津波情報の発表

＊3 「津波警報または注意報を発表」「若干の海面変動が予想される場合」「緊急地震速報（警報）を発表」の場合にも発表

33
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北朝鮮核実験（平成２８年９月９日）の震源決定

発生時刻：９時２９分５７秒
北 緯 ： ４１．３°
東 経 ： １２９．２°
深 さ ： ０ｋｍ
マグニチュード： ５．３
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35 自然現象 気象庁が発表する
予測等の情報 自然現象の予測手法 災害リスクの評価手法や予測手法

大雨
大雨警報・洪水警報
等、キキクル（危険度
分布）

スーパーコンピュータ等による雨量の予測、
現象に応じた雨量指数の開発

地域ごとに過去の災害と関連づけた基準を設
け、警報やキキクル（危険度分布）等に活
用

高潮 高潮警報等 スーパーコンピュータ等による台風の進路・
強度予測から潮位を予測

地域ごとに過去の災害や施設整備の状況と
関連づけた基準を設け、警報等に活用

地震
（揺れ）

震度情報・推計震度
分布

震度計データと表層地盤データから揺れ
の程度を面的に推計

震度そのものを被害の程度に関連づけること
で、推計震度や予測震度の大きさが被害の
程度の大きさを示す

緊急地震速報
速度の速いP波を検知して、地震の震源
規模を推定し、S波・表面波による揺れ
の大きさを予測

津波 大津波警報・津波警
報等

地震の位置と規模から、地域ごとに推定
される津波の高さと到達時刻を津波予報
DBを用いて推定

過去の事例に基づく一般的事例から、被害
の程度を津波の高さに応じて推定

南海トラフ
地震

南海トラフ地震臨時
情報等

地震等の監視により、南海トラフ地震発
生の可能性が平常時と比べて相対的な
高まりを評価

起こりうる地震の最大規模を想定し、地震・
津波のシミュレーションから被害を推定

噴火 噴火警報
地震計・傾斜計・監視カメラ等による監
視と過去の知見等により火山活動の見
通しを予測

噴火シナリオに基づくハザードマップから噴火警
戒レベルを設定するとともに、過去事例等から
レベルの変更基準を設定・運用

降灰 降灰予報
噴火規模を即時に推定し、スーパーコン
ピュータ等による上空の風の予測を用いて、
降灰量・範囲を予測

取るべき防災対応の段階と紐付けた量的な
降灰予報を分布図で提供し、地域ごとの影
響を予測

自然現象により発生する災害リスクの評価と予測

気象庁資料



計測震度と建物被害の関係

36

木造建物全壊率(罹災証明データ)と計測震度の関係（中央防災会議データに加筆）

○計測震度は罹災証明による全壊率との相関が比較的良いこと、罹災証明による全壊率は負傷者との相
関が比較的良いことなどから、計測震度を防災の初動対応として用いることに大きな問題はないと確認
されている。

○近年も、平成28年熊本地震や平成30年北海道胆振東部地震等、顕著な地震発生後は現地による被害
調査やアンケート調査を実施し、計測震度と建物被害等の関係を確認している。

震度に関する検討会報告書（2009、気象庁、消防庁）より 気象庁資料
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震度と揺れの状況

気象庁資料



緊急地震速報（予報）
○マグニチュード３．５以上を推定、または震度３以上
を予想した地震について発表。
○気象庁が発表する震源情報をもとに、専用の受信
端末や表示ソフトウェアを通じて民間の配信事業者等
が提供する。

○地震の発生場所（震源）の近くの地震計で、地震による揺
れ（地震波：P波）を観測し、そのデータを気象庁に送信

○観測データを元に、震源、規模(マグニチュード)を推定し、更に、
揺れの強さ（震度）や強い揺れの到達時間（始まる時間）
を自動で予想

緊急地震速報の原理

緊急地震速報とは、地震の発生直後に、各地での強い揺れの到達時刻や震度を予想し、可能な限り素
早く知らせる情報

入手方法と利用

緊急地震速報（警報）
○震度５弱以上を予想した地震について、震度４以上
が観測されると予想された地域に対し発表。
○テレビ、ラジオ、携帯電話（緊急速報メール）、防災
行政無線等を通じて気象庁が一般国民に周知する。

緊急地震速報
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緊急地震速報の予測精度

気象庁資料



40

福島県沖の地震（令和４年３月１６日）における緊急地震速報

気象庁資料
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令和元年（２０１９年）一年間に発生した地震の震央分布

気象庁資料
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実際の震源

緊急地震速報の予測震度が過大となった例（令和２年７月３０日）

〇M５．８ → ×M７．３

気象庁資料
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４．防災への活用
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政府・地域の防災対応における気象庁の役割

国

民

報道機関

緊急災害対策本部（本部長：内閣総理大臣）等
（気象庁長官がメンバー）

地震、津波、火山、
台風、集中豪雨等の
異常な自然現象の
把握と予測

防災気象情報

気 象 庁

緊急参集チーム（官邸）
（気象防災監がメンバー）

関係閣僚会議

気象庁長官

気象庁参事官

政府現地調査団

関係省庁災害対策会議

防災関係省庁
救出・救助、避難者支援
緊急輸送、復旧復興など

警察庁、防衛省、消防庁
厚労省、文科省、農水省

経産省、国交省、海上保安庁

緊急記者会見

首長と気象台とのホットライン
による解説等により自治体の

防災対応を支援

現地での説明

気象等状況や今後の
見通しについて説明

災害時に官邸等での
各種会議に職員を派遣
気象状況等の説明

地方気象台長

気象庁参事官 防災担当大臣

気象庁の情報を元
に政府全体で対応

自

治

体

気象庁資料
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政府・地域の防災対応における気象庁の役割（首相官邸HPより）
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地域防災支援業務の取組状況について
「あなたの町の予報官」による地域防災支援業務を強化

・気象庁では、年間600市町村
からの参加が可能となるよう、
各地の気象台で積極的に開催。
（7月末時点で230市町村が参
加）
・5段階の警戒レベルと防災気
象情報の関係など、最新の情
報も踏まえた気象防災ワーク
ショップを開催

5月18日に発生した大雨
により登山者の孤立が発
生した対応についての屋
久町担当者と振り返り、
登山ガイド向け勉強会を
振り返りの一環として実
施

・気象、地震解説等のため積極的に
ＪＥＴＴを派遣。令和元年度は8/16までに
１０事例で派遣（昨年度は年間９事例）。

兵庫県「熱帯低気圧接近
に伴う風水害対策連絡会
議」へ派遣。各市町にＴ
Ｖ会議システムにより共
有）

令和元年5月25日に佐賀市で開催した
ワークショップには自治体の防災担当者
に加え、地元の防災士や自主防災組織か
らの参加。

積極的にＪＥＴＴを派遣・首長ホットライン・
情報発信の強化等（緊急時）の取組事例

【WSに関する佐賀新聞記事】

・災害時等の対応を振り返り、平時・緊急時の業務へフィー
ドバック 各管区等の業務を

総括する課長が集
まる会議において
地域防災支援業務
の改善について懇
談を実施（Ｒ１年
６月）

新島村を訪問し、大雨や火
山噴火時の防災対応に関す
る打合せを実施

担当チーム編成（東京都の例） 市区町村との連携関係
構築の取組事例

葛飾区を訪問し、水害時の
広域避難訓練実施に向けた
打合せを実施

地域毎の災害特性を踏まえた人材配置による「担当チーム」を編
成。担当チームの常設により、各市町村固有の課題への対応を含
め市町村に寄り添い、担当者同士の緊密な連携関係を構築【令和
元年度から関東甲信地方を皮切りに、地域防災官、地域防災係長
を順次地方気象台へ配置】

・地元気象台と地方整備局と共同で記者会見
を実施し、気象の見通しのみならず、河川
の状況等についても詳細に解説。

・危機感を効果的に伝えるため、令和元年か
ら新たに運用開始した警戒レベルと気象情
報との関係について説明。

気象防災ワークショップの推進（平時）の取組事例

梅雨前線による大雨の見
込みについて早い段階か
ら記者会見を実施（7月2
日及び3日）し、危機感を
呼びかけ

【梅雨前線よる大雨】 福岡管区・九州地整（6/28,7/3)
【台風第10号】 高松地台・四国地整(8/14)
大阪管区・近畿地整、広島地台・中国地整、札幌管区・北海道開発局(8/15)

・ホットラインによる首長への助言。

「振り返り」の業務改善への活用（災害後）の取組事例

気象庁資料
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避難情報の発令における「悩み」（市町村へのアンケート結果）

気象庁資料
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専門家によるアドバイス（市町村へのアンケート結果）

国の河川事務所等や気象台からのホットラ
インを受けたことはありますか。

河川や気象などの専門家＊から防災上のアドバイスを受け
ることができれば、避難情報発令の悩みが改善しますか。
＊国土交通省や気象庁以外

気象庁資料
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気象防災アドバイザーの活動推進

気象庁資料
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気象庁資料



ご静聴ありがとうございました
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